３月８日に住民監査請求した下記の件につき，その根拠の提出と陳述の機会が，３月２６日（金）午後２時半より，堺市役所高層館11Ｆの監査室で１時間程度行われます。

堺市議会に喫煙室を設置する件についての監査請求の根拠と陳述

１．昨年５月１日に施行された「健康増進法」第２５条の受動喫煙の防止規定で，官公庁施設の管

理者（堺市長）は，受動喫煙の防止が義務づけられました。

堺市では，この法の施行後，新庁舎の完成を控えていたことから，新庁舎を含め，既存の市関係施設・教育機関等の建物内全面禁煙へ向け，総務部が調整に努力したとお聞きしています（昨年９月に当方より問い合わせた時の回答）。

２．健康増進法の施行にあわせ，厚生労働省健康局長通知が出され「全面禁煙は，受動喫煙防止対
策として極めて有効である」と明言し，同年７月10日に人事院から出された通知でも「可能な範囲で全面禁煙の方向で改善に努めることとし，可能な範囲で庁舎外に喫煙所を設置し、それだけで十分な場合は，庁舎内には喫煙場所は設けない。」と明言しています。（別添資料）

３．堺市の新庁舎は，今年３月新築のものであり，上記の法，及び公務職場の受動喫煙防止の動きをみれば，何をわざわざ公金を不当支出して新たに「喫煙室」を作るのか，理解できないことです。

４．大阪府摂津市は昨年５月１日より，市関係施設を全面禁煙にしました。その理由は，職員や議員・市民の健康もさることながら，喫煙室をわざわざ作るのは数千万円もの膨大な費用が必要で，今後もその維持管理に多大な費用がかかることにありました。（別添資料）　
５．喫煙室を建物内に設けることは，どんな設備をしても受動喫煙防止にはなり得ません。たばこの煙は拡散し，室外に必ず漏れざるを得ないし，清浄機や換気扇はとうてい対策にはなり得ません。建物内は禁煙としない限り，受動喫煙防止とはならないのです。

６．いったん「喫煙所」を市議会本会議場近くに設ければ，煙はその階だけでなく，建物内に徐々に広がります。新築ビルは気密性が高いために，議員も職員も市民も年間を通して不断に受動喫煙で健康を害されることになります。かつ喫煙室周辺の壁やフィルターの交換などで，今後も経常的に公金が不当に支出され続けることになります。

７．その喫煙室に，一般市民で喫煙する人達が出入りするようになった場合，堺市のビルである以上，その出入りを市議会も市も出入りを止めることはできません。

８．大阪府下の市町村では，現在までに，摂津市の他，大阪狭山市，四条畷市，藤井寺市，熊取町，能勢町，島本町などが，市町議会を含め，全面禁煙としています。

　　堺市議会のみ「喫煙所」を新たに設置することは，赤字の堺市財政を圧迫し続けるだけでなく，「例外的特権」として，社会的指弾を受け続けるでしょう。また「新庁舎にわざわざ公金を不当支出して喫煙所を設け，タバコ煙で汚していった見本」となり続けるのではないでしょうか。

９．子ども市議会があった時，議員の方々は，そして庁舎管理者の堺市長は，子ども達に何と説明するのでしょうか。子ども達の規範からも困らないのでしょうか。

10．国も，堺市も，2010年までに喫煙率の半減目標を掲げています。「喫煙は屋外で」は喫煙者の健康増進にも非常に有効です。いま日本もやっと「喫煙は受動喫煙のない屋外で」「学校や園は敷地内全面禁煙に」が全国的に定着しつつあります。

そして国際的には今月10日に国連本部で日本政府が署名した「たばこ規制枠組み条約」が今国会で批准される予定ですが，この条約第８条他で「受動喫煙の健康障害，及び受動喫煙防止」が盛り込まれており（別添資料），堺市の今回の事例は国際的にも批判にさらされることは必至です。堺市民として残念・無念この上もありません。

11．特権的かつ不当な公金支出を止めるのは今のうちです。堺市議会と堺市長の英断に期待したいと思います。
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